
 

 新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例をここに公

布する。 

  平成２２年３月２３日 

                             新潟市長 篠田 昭 

新潟市条例第１４号 

   新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例 

 新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成１９年新潟市条例第８２号） 

の一部を次のように改正する。 

 第１８条第２項各号列記以外の部分を次のように改める。 

  退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは，管理者は，当該退職に係る退

職手当の全部又は一部を支給しないことができる。 

 第１８条第７項中「第４項」を「第６項」に改め，同項を同条第９項とし，同条第６項

を同条第８項とし，同条第５項を同条第７項とし，同条第４項中「第６項」を「第８項」

に改め，同項を同条第６項とし，同条第３項を同条第５項とし，同条第２項の次に次の２

項を加える。 

３ 退職をした者が在職中に地方公務員法第２９条の規定による懲戒免職の処分を受ける

べき行為をしたと認められる場合の当該退職に係る退職手当については，管理者が定め

る手続を経て，当該退職手当の額が支払われていない場合にあっては当該退職手当の全

部又は一部を支給しないことができ，当該退職手当の額が支払われた場合にあっては当

該退職手当の額の全部若しくは一部を返納させ，又は当該退職手当の額の全部若しくは

一部に相当する額を納付させることができる。 

４ 新潟市職員退職手当支給条例（昭和２８年新潟市条例第５４号）第１６条の規定は，

前項の規定による処分について準用する。この場合において，同条第１項中「退職手当

管理機関」とあるのは「管理者」と，同条第２項中「退職手当管理機関」とあるのは「

管理者」と，「第１２条第１項第３号若しくは第２項，第１３条第１項，第１４条第１



 

項又は前条第１項から第５項までの規定による処分（」とあるのは「新潟市民病院職員

の給与の種類及び基準を定める条例（平成１９年新潟市条例第８２号）第１８条第３項

の規定による処分（第１２条第１項第３号若しくは第２項，第１３条第１項，第１４条

第１項又は前条第１項から第５項までの規定による処分に相当する処分に限る。」と，

同条第３項中「第１２条第２項，第１４条第１項又は前条第１項から第５項までの規定

による処分」とあるのは「新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例第１８

条第３項の規定による処分（第１２条第２項，第１４条第１項又は前条第１項から第５

項までの規定による処分に相当する処分に限る。）」と，同条第４項中「退職手当管理

機関」とあるのは「管理者」と読み替えるものとする。 

 第２０条第１項中「休日等」を「代休時間又は休日等」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，次の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当該各号に定める日から施行す

る。 

 （１） 次号に掲げる規定以外の規定 公布の日 

 （２） 第２０条の改正規定 平成２２年４月１日 

 （経過措置） 

２ 改正後の第１８条の規定は，この条例の施行（前項第１号の規定による施行をいう。） 

 の日以後の退職に係る退職手当について適用し，同日前の退職に係る退職手当について

は，なお従前の例による。 


